
 

 

令和２年度第１回神奈川県水道事業者連絡会議 

 

日時：令和２年８月 31日（月）14:00～16:30 

場所：横浜市開港記念会館 講堂 

 

 

次 第 

 

１ 開会あいさつ 

   神奈川県健康医療局生活衛生部長 加藤 紳一 

 

 

２ 議題 

（１）神奈川県水道ビジョンと水道広域化推進プラン         【資料１】 

 

（２）神奈川県水道ビジョンフォローアップ調査と今後のスケジュール【資料２】 

 

（３）災害時の応援要請                       【資料３】 

 

 

３ 講演 

「水道事業の広域化～経緯と再定義・全国の動向」         【資料４】 

講師：厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長 熊谷 和哉 様 

 

 

４ 閉会あいさつ 

神奈川県健康医療局生活衛生部生活衛生課長 小笠原 規之 

 

 

 

 

 

 



神奈川県水道ビジョンと

水道広域化推進プラン

神奈川県政策局政策部土地水資源対策課水政室

室長 志澤洋史

資料１

令和2年度第1回神奈川県水道事業者連絡会議



＜本日の内容＞

Ⅰ 神奈川県内水道事業の現状

Ⅱ 水道事業の広域化・広域連携の取組

Ⅲ 神奈川県水道ビジョンと

水道広域化推進プランの策定
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Ⅰ 神奈川県内水道事業の現状



神奈川県内の水道事業者等（H30）

3（神奈川の水道H30より作成）

水道事業者一覧 認可

1
神奈川県内広域
水道企業団

1
用水供給
事業

国

2 神奈川県企業庁
2 上水道 神奈川県 国

3 上水道 箱根地区 県

3 横浜市 4 上水道 国

4 川崎市 5 上水道 国

5 横須賀市 6 上水道 国

6 小田原市 7 上水道 国

7 三浦市 8 上水道 国

8 秦野市 9 上水道 国

9 座間市 10 上水道 国

10 南足柄市 11 上水道 県

11 中井町 12 上水道 県

12 大井町 13 上水道 県

13 松田町
14 上水道 松田町

県
15 簡易水道 寄

14 山北町

16 上水道 山北町

県

17 簡易水道 谷峨

18 簡易水道 透間

19 簡易水道 箒沢

20 簡易水道 川西

21 簡易水道 瀬戸

22 簡易水道 三保

23 簡易水道 共和

24 簡易水道 清水東部

水道事業者一覧 認可

15 開成町 25 上水道 県

16 箱根町 26 上水道 県

17 真鶴町 27 上水道 県

18 湯河原町
28 上水道 吉浜

県
29 上水道 湯河原

19 愛川町 30 上水道 県

20 相模原市

31 簡易水道 青根

県32 簡易水道 牧野中央

33 簡易水道 葛原

21 清川村 34 簡易水道 県

22 宮下簡易水道組合 35 簡易水道 県

23 城堀簡易水道組合 36 簡易水道 県

水道事業者数 23

認可事業数 36
国 ９

県 27

上水道事業 20

簡易水道事業 15

用水供給事業 １



神奈川県内の給水人口と水道普及率

4（水道統計及び神奈川の水道）
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給水人口

普及率

平成29年度末の給水人口は約915万人、普及率は99.9％
※残り0.1%（約１万人）は水道法の適用を受けない100人以下の小規模水道（県、市が条例を制定）や個人井戸

 1978年に普及率９９％台



一日最大給水量及び一日平均給水量と給水収益

5（水道統計及び神奈川の水道）

過去最大 直近（2017年） 差

一日最大給水量 421万㎥（1992年） 320万㎥ △100万㎥

一日平均給水量 342万㎥（1992年） 292万㎥ △50万㎥

年間給水収益 1757億円（1997年） 1571億円 △186億円
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水道事業者の職員数及び構成の推移

6

（水道統計）

 10年前（平成20年度）に比べると、、、。
 職員数は861人減少。そのうちの６割が技能職等
 新規採用職員数は増傾向にある。
 職員の平均年齢は１才程度若くなっている。本県では、職員の高齢化
が進んでいるわけではない。

 職員の平均勤続年数は、４年程度短く、12年程度。他部局との人事
交流や水道一筋のベテラン職員の退職の影響などが考えられる。

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H29-20

事務職 1,419 1,319 1,328 1,302 1,259 1,236 1,119 1,111 1,125 1,121 -298
割合 33% 31% 30% 30% 29% 29% 32% 32% 32% 32% 35%

技術職 1,901 2,024 2,323 2,337 2,302 2,280 1,883 1,850 1,870 1,887 -14
割合 44% 48% 52% 53% 53% 54% 53% 53% 54% 54% 2%

技能・集金等 830 665 603 528 489 427 343 326 313 301 -529
割合 19% 16% 13% 12% 11% 10% 10% 9% 9% 9% 61%

臨時・嘱託 197 208 222 214 279 294 206 214 162 177 -20
割合 5% 5% 5% 5% 6% 7% 6% 6% 5% 5% 2%

職員数合計 4,347 4,216 4,476 4,381 4,329 4,237 3,551 3,501 3,470 3,486 -861

新規採用職員 80 116 122 99 116 129 92 107 122 140 60
平均年齢 44.4 42.3 44.1 43.5 43.3 42.8 43.5 43.2 42.4 43.4 -1
平均勤続年数 16.2 15.4 15.1 13.6 13.2 13.0 13.5 13.7 13.0 12.5 -4
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各事業者の職員の平均勤続年数
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職員の平均勤続年数は、過去10年で約４年（16.2→12.5）短くなっている。
 ５事業者と小規模事業者を比較すると勤続年数に10年以上の違いがあり、
経営ノウハウ、現場対応力など技術力に差が生じるおそれがある。

近年多発する災害対応は、過去の経験、教訓が対応力に大きな差を生む
ことから、一定の経験年数を確保していくことが望ましい。

H20 H29

５事業者 23.0年 19.2年

給水人口5万人未満 11.9年 8.8年

（水道統計）
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職員一人当たりの管路延長
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職員一人当たりの管路延長は10年前に比べ増えている。
小規模事業者は、４事業者に比べ、一人当たり約2.5倍の管路を維持管
理している。

H20 H29

４事業者 6.0㎞/人 7.9㎞/人

給水人口５万人未満 13.0㎞/人 19.4㎞/人

（水道統計）
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導送配水管路の法定耐用年数超過率
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導送配水管路の法定耐用年数超過率は、県平均では10年前より15％程度
（約4,500㎞）上昇している。

（水道統計）



主要施設の耐震化率
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（平成30年度 神奈川県の水道から作成）

神奈川県内全体の主要施設の耐震化は、配水池が最も進んでおり、耐震化率
は65.5％、基幹管路の耐震化率も56.5％と全国平均よりも耐震化が進んでいる
が、事業体によって差がある
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浄水場 66.1% 56.8% 100.0% 33.1% 26.0% 0.0% 50.0% 99.3% 0.0% 0.0% 100.0% 19.7% 0.0% 0.0% 57.1%

配水池 31.5% 96.2% 98.5% 67.7% 40.9% 21.7% 68.0% 0.0% 62.6% 57.4% 0.0% 50.8% 53.4% 89.4% 41.5% 17.8% 10.0% 45.2% 0.0% 77.9% 47.3%

基幹管路 55.1% 52.7% 80.2% 75.2% 55.4% 97.4% 19.0% 14.1% 8.9% 3.7% 0.1% 4.2% 40.2% 48.9% 40.6% 80.4% 0.0% 54.4% 82.5% 15.5% 56.5%
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市町村 最大断水戸数 主な断水原因

相模原市

（企を含む）

4,381戸
（市400

＋企3,981）

停電、土砂崩れ、施設
損傷等

平塚市（企） 21戸 停電

鎌倉市（企） 109戸 停電

小田原市（企） 21戸 濁度上昇に伴う停止

伊勢原市（企） 55戸 停電

南足柄市 6,900戸 取水口閉塞

葉山町（企） 134戸 停電

松田町 138戸 導水管損傷

山北町 1,250戸 浄水施設損壊

清川村 1,102戸 土砂崩れによる導水
管損傷

合計（10） 14,111戸 ※企は企業庁エリア

〇土砂崩れ
による導水
管破損
（清川村）

11

令和元年台風19号による県内被害状況（水道）

 特別警報が発令された10月12日より、県内10市町村で断水発生。
 計画断水を行った地域もあり、全域で解消されたのは10月23日

〇土砂崩れ
による取水
口閉塞
（企業庁）
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全国的には人口ベースでは９割以上、施設ベースでは７割が対応済み。
神奈川県は、人口ベースでは全国平均以上だが、施設ベースでは65％程度と
全国平均を下回っている。

クリプトスポリジウム等対策の都道府県別対応状況

12

（令和元年度 厚労省担当者会議資料から作成）
平成31年３月時点の上水道、用水供給、
簡易水道、専用水道を対象



13（厚生労働省令和元年度全国水道関係担当者会議資料）

クリプトスポリジウム等対策
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 給水量は、約40年前に逆戻り。人口
減少社会の到来でさらに激減

 職員の減少及び勤続年数の減少に
より、技術力の低下が危惧

 老朽施設の更新、耐震化、水質への
対応など、投資が増大
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Ⅱ 水道事業の広域化、広域連携の取組



 2045年の県内の人口は831万人程度（９％減）と全体で見れば減少は緩や
か（2019年実績人口920万人）

一方、市町村ごとに見ると、増減率に大きな差が予測されている
【川崎市+5%、山北町△55%、真鶴町△48%、三浦市△47%、湯河原町△46%】
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神奈川県内の市町村別人口増減率

（2015年→2045年）

県内の将来人口
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神奈川県の将来人口推計

（日本の地域別将来推計人口 平成 30 年国立社会保障・人口問題研究所）



次世代への負担のイメージ

17

人口減少により将来の県民の負担は増大。
更新投資が増えれば更に負担増につながる。

営業費用1億円

給水人口10000人

給水人口5000人

（現在）

（将来）

１人あたり１万円

１人あたり２万円

2倍

 ２０年後、３０年後の水道料金を試算しましょう
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都道府県別家事用平均水道料金（ 20㎥）（水道料金表平成31年４月）

全国の水道料金について
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神奈川県の家事用平均水道料金
（20㎥）は、全国で最も安価

家事用平均料金（円）

最高 最低

１ 青森県 4,418.2 神奈川県 2,141.9 

２ 北海道 4,279.2 高知県 2,331.5 

３ 山形県 4,227.7 静岡県 2,351.1 

（水道料金表（平成31年４月1日）から作成）



 全国的には事業の規模が大きくなるほど、水道料金は安い傾向である
が、本県は規模が小さい事業者の方が水道料金が安い傾向である。

県内事業者の家事用水道料金（20㎥）の比較
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3,142.3円
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（水道料金表（平成31年４月1日）から作成）
折れ線は規模別の平均料金
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水道料金の格差について
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都道府県別にみた家事用平均水道料金（20㎥）の最高料金と平均料金の格
差は、最大で熊本県の2.1倍である。

神奈川県, 1.72

大阪府, 1.79 愛媛県, 1.79

熊本県, 2.10
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県内の企業債残高は平成13年度の9,745億円から平成29年度の5,186億
円に減少

企業債残高の給水収益比率は平成14年度の324％が最高で、平成29年
度は246％と減少
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企業債残高と給水収益比率の推移
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（水道統計より作成）
※給水収益比率は上水道のみ



企業債残高と給水収益比率（全国）
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企業債残高の給水収益比率は300％までで約半数。500％までで、約
２/３の事業体がカバーされる。

（水道技術研究センターHPからH29データ抜粋）



全国的にも大規模な４つの事業体により、県内水道需要の９割を賄っている
 ４事業体は、古くから共同で水源開発を行うとともに、浄水場などの重複投資
を避けるため神奈川県内広域水道企業団を創設し、広域連携を図っている

972,501 , 
91%

92,772 , 
9%

４事業者 その他

４水道事業体と企業団
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（H30神奈川の水道）

県内の年間給水量（千㎥）

972,501千㎥の内474,469
千㎥は企業団から供給

三保ダム

道志ダム

相模ダム

宮ヶ瀬ダム

石小屋ダム

有馬浄水場(横須賀)

潮見台浄水場(川崎市)

川井浄水場(横浜市)

西谷浄水場(横浜市)

鮑子取水せき

伊勢原浄水場(企業団)
綾瀬浄水場(企業団)

淵野辺接合井

ダム及び取水せき

企業団施設

凡例

浄水場

神奈川県営水道

横浜市営水道

川崎市営水道

横須賀市営水道

相模原浄水場(企業団)

西長沢浄水場(企業団)

寒川浄水場(県)

小雀浄水場(横浜・横須賀)

谷ケ原浄水場(県) 長沢浄水場(川崎市)

城山ダム

飯泉取水堰

寒川取水堰

沼本ダム

相模大堰

共同水源施設



都道府県別の水道事業数（H29）
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（水道事業数は水道統計H29 上水道＋簡易水道
市町村数は政府統計から作成）

神奈川県内の水道事業数は37事業で、東京都
（14）、香川県（18）、広島県（24）についで４番目に少
なく、基本的には広域化が進んでいる。

 市町村数が同様規模県と比べても水道事業数少ない。
 全国的には１つの市町村内に小規模な水道事業が複数
存在し、市町村内の統合・広域化が進んでいない。

都道府県 市町村数 水道事業数

神奈川県 33 37（20）

岩手県 33 94（26）

群馬県 35 162（21）

高知県 34 152（17）

※（ ）内は上水道事業数
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５事業者による広域連携
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給水人口の９割を担う大規模事業者によるさらなる連携の推進

１ 検討会の名称
これからの時代に相応しい水道システムの構築に向けた検討会

２ 設置期間
令和元年11 月11 日から令和３年３月末日まで

３ 検討事項
(1)「神奈川県内水道事業検討委員会報告」で示された「水道施設
の共通化・広域化」における検証及びこれからの時代に相応し
い水道システムの構築の方向性

(2)これからの時代に相応しい水道システムの構築に向けた課題
整理とその解決策

４ 構成員
(1) 構成
・神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市の水道事業管理者並びに神奈川県内広域水道企業団の企業長 ５名
・５事業者の各水道技術管理者 ５名
・水道事業又は河川行政に関する有識者 ４名

氏名 職名

竹村公太郎 特定非営利活動法人日本水フォーラム代表理事

関克己 公益財団法人河川財団理事長

川﨑正彦 一般財団法人ダム技術センター理事長

長岡裕 東京都市大学工学部教授



神奈川県（水政室）の取組
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１ 名称
神奈川県政策局政策部土地水資源対策課水政室（平成27年６月１日～）

２ 目的
○水道の広域化に向けた検討体制の整備
水道施設の更新の増大や人口減少による水需要の変化等への対応を見据え、将来

にわたり安全な水を安定的に供給していくため、水道の広域化に向けた新たな検討体
制として、設置

平成28年３月～ 「県西地域における水道事業の広域化等に関する検討会」設置

県西地域の２市８町水道事業者と包括委託の導入、水質検査の
共同発注などの広域連携について検討
昨年度から台風19号を教訓とした災害対策の広域連携について
検討

平成30年５月～ 「三浦市営水道事業の課題解決に向けた検討会」設置

平成２２年度以降赤字が続いている三浦市水道事業の諸課題の
整理と解決に向けた方策について検討
昨年度からアセットマネジメント（4D）、基本計画策定等について
助言、支援等を実施
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 神奈川県は、古くから広域化に取り
組んでおり、広域化が進んでいる

 しかし、人口減少の波は、都市部でも
例外ではなく、一層の効率化を模索

 水道料金が安い小規模事業ほど、人
口減少が大きい。今から来たる将来
に備えるべき
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Ⅲ 神奈川県水道ビジョンと
水道広域化推進プランの策定



都道府県ビジョン等策定状況

：ビジョンとプラン策定済み
：ビジョン策定済み
：プラン策定済み

都道府県水道ビジョン 32

水道広域化推進プラン ４

大阪府：「府域一水道に向けた水道のあり方に関
する報告書」（R2.3)

兵庫県：「兵庫県水道事業のあり方に関する報告
書」（H30.3)

香川県：香川県水道広域化基本計画（H29.8)
佐賀県：「佐賀県水道ビジョン」（R2.3)
※上記を水道広域化推進プランとして公表

（令和２年８月時点 水政室調べ）

北海道

青森県

秋田県
岩手県

山形県
宮城県

福島県
新潟県

栃木県

茨城県

群馬県

長野県
埼玉県

山梨県

千葉県

東京都

神奈川県

静岡県愛知県

岐阜県

富山県

福井県

石川県

三重県

滋賀県

奈良県

和歌山県

大阪府

京都府

兵庫県

鳥取県

岡山県
島根県

広島県

山口県
香川県

徳島県

高知県
愛媛県

福岡県

大分県

宮崎県

熊本県

鹿児島県

長崎県

沖縄県

佐賀県

29



県水道ビジョンと水道広域化推進プランの一本化
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【都道府県水道ビジョン】
（平成26年３月厚労省通知）

 50～100年先を視野に入れた将来の水
道の理想像を設定

【水道広域化推進プラン】
（平成31年１月総務省・厚労省通知）

 広域化の推進方針及びこれに基づく当
面の取組内容

神奈川県水道ビジョン
（平成28年３月）

 県内全域において、質の高い水道水を
持続的に供給するための方向性を示す

【計画期間】
平成28年度～令和7年度

（新）神奈川県水道ビジョン
 改正水道法の趣旨を踏まえ、水道の基
盤強化に向けた方策を明記

 水道広域化推進プランも兼ね、広域化
の推進方針、当面の取組内容を記載

※佐賀県は令和元年度末、県水道ビジョンをプランも兼ねるものとして公表。他に埼玉県、長
野県、奈良県、大分県などがビジョンにプランを包含させることを検討

相互に反映可

生活衛生課

水政室・生活衛生課

フォローアップ

中間評価（令和２年度）

ビジョンとプランの１本化※

改定前倒し



ビジョンとプラン一本化のメリット
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改正水道法の趣旨を反映

関係者の責務の明確化、広域連携の推進、適切な資産
管理の推進など具体的な方策にについて記載

県としての取組の方向性を集約

基盤強化の取組の方向性を集約し、県の進めるべき
道筋を分かりやすく示す

県水道行政の体制強化

水道行政の生活衛生課、水道広域化を推進する水政室
との連携を密にし、水道事業の基盤強化を推進する（令和
2年度から兼務職員を２名配置）

その１

その２

その３



出典：総務省HP（水道広域化推進プランと取組について）
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単独 広域化



１．関係者の責務の明確化
①国、都道府県及び市町村は水道の基盤の強化に関する施策を策定し、推進又は実施するよう努めなければならないこととする。
②都道府県は水道事業者等（水道事業者又は水道用水供給事業者をいう。以下同じ。）の間の広域的な連携を推進するよ
う努めなければならないこととする。
③水道事業者等はその事業の基盤の強化に努めなければならないこととする。

２．広域連携の推進
①国は広域連携の推進を含む水道の基盤を強化するための基本方針を定めることとする。
②都道府県は基本方針に基づき、関係市町村及び水道事業者等の同意を得て、水道基盤強化計画を定めることができることとする。
③都道府県は、広域連携を推進するため、関係市町村及び水道事業者等を構成員とする協議会を設けることができることとする。

３．適切な資産管理の推進
①水道事業者等は、水道施設を良好な状態に保つように、維持及び修繕をしなければならないこととする。
②水道事業者等は、水道施設を適切に管理するための水道施設台帳を作成し、保管しなければならないこととする。
③水道事業者等は、長期的な観点から、水道施設の計画的な更新に努めなければならないこととする。
④水道事業者等は、水道施設の更新に関する費用を含むその事業に係る収支の見通しを作成し、公表するよう努めなければ
ならないこととする。

４．官民連携の推進
地方公共団体が、水道事業者等としての位置付けを維持しつつ、厚生労働大臣の許可を受けて、水道施設に関する公共施設等運営

権※を民間事業者に設定できる仕組みを導入する。
※公共施設等運営権とは、PFIの一類型で、利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を地方公共団体が所有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式。

５．指定給水装置工事事業者制度の改善
資質の保持や実体との乖離の防止を図るため、指定給水装置工事事業者の指定※に更新制（５年）を導入する。

※各水道事業者は給水装置（蛇口やトイレなどの給水用具・給水管）の工事を施行する者を指定でき、条例において、給水装置工事は指定給水装置工事事業者が行う旨を規定。

人口減少に伴う水の需要の減少、水道施設の老朽化、深刻化する人材不足等の水道の直面する課題に対応し、水道の基盤の
強化を図るため、所要の措置を講ずる。

改正の趣旨

令和元年10月1日 （ただし、３．②の水道施設台帳の作成・保管義務については、令和４年9月30日までは適用しない）

施行期日

改正の概要

33（令和元年度全国水道関係担当者会議資料を一部加筆）

広域化が進んでいる本県において特に重要

30年以上と省令に明記

水道法の一部を改正する法律（平成30年法律第92号）の概要
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適切な資産管理の推進①

（厚生労働省HPより抜粋）



35（厚生労働省HPより抜粋）

適切な資産管理の推進（第22条の４）



36（厚生労働省HPより抜粋）

適切な資産管理の推進（第22条の４）



県内水道事業者の適切な資産管理の実施状況

〇水道法改正に基づく適切な資産管理の実施状況について調査（R2.1.17）

＜調査項目＞
① 水道施設の維持及び修繕に関する調査
② 水道施設台帳に関する調査
③ 水道施設の計画的な更新等に関する調査

→①、②については、全ての事業者が何らかの
形で取り組んでいる。
③については、取組めていない事業者もいる。

実施済, 6

実施したが見通し

期間の不足, 10

策定中, 2

未実施, 3

未回答, 2

長期的な収支に係る試算の実施について

＜事業者のコメント＞
• 近年配水池など土木構造物の工事実績がなく、更新費用算出に苦慮している
• 管路の耐用年数の基準を実耐用年数に合わせた基準を示してほしい
• 更新費用が多額のため、優先度を決めどのように平準化するかが課題

• 小規模事業体ではマンパワー・金銭面・知見の不足により対応ができるかが
課題

37



県内水道事業者の適切な資産管理の実施状況

まずは、各水道事業者が長期的な収支の見通しを立てる
（必要に応じて適切な資産管理についての取組を支援）

38

※平成30年度水道事業の運営に関する調査（簡易水道は調査対象外）

県は、基盤強化に必要な広域化、広域連携によるシミュレーション
を実施し、実効性が高い広域連携の方針を定める

アセットマネジメント実施状況

財政収支見通しの検討手法

タイプＡ（簡略型） タイプＢ（簡略型） タイプＣ（標準型） タイプＤ（詳細型）

更
新
需
要
見
通
し

の
検
討
手
法

タイプ１（簡略型） 1

タイプ２（簡略型） 3 2

タイプ３（標準型） 9

タイプ４（詳細型） 1

アセット実施率 16事業者/19事業者 84%

タイプ３Ｃ以上率 10事業者/19事業者 53%
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 まずは、将来の見通しを数字で表
しましょう！

 県では、皆さんの実情を踏まえて
基盤強化に繋がる広域連携を検討

◎ 県は、新たなビジョンの策定を通じ
て、顔の見える関係を築いていく



40

ご清聴ありがとうございました。



神奈川県健康医療局生活衛生部生活衛生課

令和２年度第１回神奈川県水道事業者連絡会議

資料２

神奈川県水道ビジョンのフォロー
アップ調査と今後のスケジュール



1

「持続可能な水道」「安全な水の供給」「強靭な水

道」を実現するためには、各水道事業者による着実な取

組みの推進が重要です。管理の共同化のように給水区域

を越えた広域的な取組みの推進、火山対策マニュアルの

作成等の各水道事業者共通となる事例紹介等は県が担う

ことが効率的です。

また、給水人口減少に伴う水道事業運営の課題に対し

て、水道事業者と連携して広域化等の課題解決の方向性

を検討し、県民へ安全で安定した給水の確保を実現して

いくことが必要です。

神奈川県水道ビジョンにおける県の役割



2

策定後の実施体制とフォローアップ

（１）実施体制の構築
課題に対応した実現方策を確実に推進するためには、緊急性が高い

課題、多大な投資が必要な課題、長期にわたって対応する必要がある
課題等、様々な種類の課題があることから、優先順位を付けた計画的
な取組みを推進し、緊急性の高い課題に対して迅速に対応できる体制
を構築していきます。

（２）フォローアップ
各実現方策の進捗状況、目標達成状況について業務指標等を活用し

て定期的に把握するとともに、策定後の環境の変化、新たな県民ニー
ズを考慮し、計画期間内に県水道ビジョンの点検を行い必要に応じて
内容を見直していきます。



3

フォローアップ調査

１ 目的
水道事業者における神奈川県水道ビジョンの各実現方策の進捗状況、目標達成状況に

ついて、定期的に把握するため。
⇒平成27～29年度分済み

２ 調査方法
基本的には水道統計などを用いて実施するが、水道法改正、水道広域化推進プランも踏
まえ、既存資料にない事項について調査依頼をする予定
（例）
• 施設の統廃合（隣接事業体の施設の統廃合も含め今後検討の余地はあるかなど）

• 水道料金改定、体系について
• 広域化シミュレーションの実施を希望する事業の有無
• 圏域について（現在は１圏域２エリアになっているが、個別水源エリアのうち県西地域２市８町以外の３市１町
１村は、広域連携等の定期的な検討体制がない。）

• 県が主催する研修事業についてなど

３ 調査対象
事業の取組み状況の把握は、「神奈川県水道ビジョン」の今後の10年間の目標と取組

みの方向性で示された事業を中心とする。



県の支援策ついて

4

＜指導監督交付金の対象拡大の利用を検討＞
① 水道基盤強化に係る研修事業

例えば、日水協の研修事業を利用した職員研修
② 水道基盤強化に係る技術者派遣事業

例えば、大規模事業者から小規模事業者への職員の派遣のあっせん・補助
など

（令和元年度厚労省担当者会議資料抜粋）
令和２年度予算案及び令和元年度補正予算案における主な制度改正案



5

中間評価結果について、県と事業者間で意見交換や
情報共有しながら、水道広域化推進プランを兼ねた新
たな神奈川県水道ビジョンへ繋げていく。

フォローアップの意義

神奈川県水道ビジョン策定時とそれ以降の状況を比較

業務指標等を用いて結果を可視化し、中間評価を行う



今後のスケジュールについて

6

県 事業者

令和２年度

• 神奈川県水道ビジョンフォロー
アップ調査実施（９～10月）

• 神奈川県水道ビジョン中間評価
（３月）

• 神奈川県水利用図更新（12月）

〇 改正水道法への対応
（適切な資産管理の推進）

• 水道施設の維持及び修繕
• 水道施設台帳（Ｒ４まで）
• 水道施設の計画的な更新等
（30年以上の収支見通しを試算）

〇経営戦略策定（Ｒ２）
令和３年度

• 策定会議設置・開催

• 収支見通し試算支援やその他県
支援策のスキーム模索

• 広域化シミュレーション実施に向
けた調整

• エリアごとの検討会開催

令和４年度
• 策定会議等開催
• 広域化シミュレーション

〇策定会議への参加
〇エリアごとの検討会への参加

令和５年度
• 策定会議等開催
• 広域化シミュレーション
• パブリックコメント、公表



災害時の応援要請

神奈川県健康医療局生活衛生部生活衛生課

令和２年度第１回神奈川県水道事業者連絡会議

資料３



1

市町村 最大断水戸数 主な断水原因

相模原市

（企を含む）

4,381戸
（市400

＋企3,981）

停電、土砂崩れ、施
設損傷等

平塚市（企） 21戸 停電

鎌倉市（企） 109戸 停電

小田原市（企） 21戸 濁度上昇に伴う停止

伊勢原市（企） 55戸 停電

南足柄市 6,900戸 取水口閉塞

葉山町（企） 134戸 停電

松田町 138戸 導水管損傷

山北町 1,250戸 浄水施設損壊

清川村 1,102戸 土砂崩れによる導水
管損傷

合計（10） 14,111戸 ※企は企業庁エリア

土砂崩れに
よる導水管
破損
（清川村）

特別警報が発令された10月12日
より、県内10市町村で断水発生。

計画断水を行った地域もあり、全
域で解消されたのは10月23日。

１．令和元年台風１９号の被害状況



備蓄飲料水

2

２．断水発生時の対応

非常用飲料水貯水槽

給水車

臨時給水栓

緊急時連絡管

自衛隊の要請

給水車・給水拠点の
広域調整



②派遣調整①応援要請

神奈川県
この応援要請の
フローに課題あり

③

被災市町村

3

３．台風19号における応援要請のフロー

災害
対策本部

水道
事業者

災害
対策本部

生活
衛生課

市町村

災害
対策本部

水道
事業者日水協

神奈川県
支部

③給水車派遣



4

・市町村災害対策本部からの応援要請を受ける県災害対
策本部統制部との情報共有が不十分だったため、初動対
応において迅速な支援調整ができなかった。

→生活衛生課職員が常駐して対応する仕組み作り

・市町村災害対策本部と県災害対策本部とのやり取りにお
いて、市町村側で水道事業者へ確認が必要なケースがあ
り、調整に時間を要した。

→応援要請は、水道事業者からのルートとするよう市町村
防災部門へ周知

４．課題と対応

（１）市町村からの応援要請ルートにおける課題



5

・日水協非会員（県内３事業者）が応援要請を行う場合の具

体的な想定をしていなかったため、円滑な支援調整ができ

なかった。

→日水協非会員と支援方法について事前調整

・県災害対策本部では、被災市町村へ給水車を派遣してい

る水道事業者の情報が無かった。

→日水協と県災害対策本部の情報共有による連携強化

４．課題と対応

（２）市町村からの応援要請を受ける想定が不十分



②派遣調整①応援要請

被災市町村

神奈川県

6

５．今後の応援要請のフロー

災害
対策本部

水道
事業者

災害
対策本部

生活
衛生課

日水協
神奈川県
支部

市町村

災害
対策本部

水道
事業者

③給水車派遣

④情報共有
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・日水協と情報共有や訓練を含む連携の調整

・日水協非会員と支援方法の調整

・市町村からの応援要請ルートについて市町村防
災部門への周知

・各水道事業者との災害対策に係る情報交換

→顔の見える関係を築き、災害に備える

６．今後の県の取組み



水道事業の広域化

経緯と再定義・全国の動向

熊谷和哉（厚生労働省水道課）

令和２年度第１回神奈川県水道事業者連絡会議

資料４



広域化・何を期待しているのか？

•広域化の効用は何？
• 事業効率性？（誰にとっての？）

• 事業運営能力向上？

• そもそも広域化とは？
• 事業統合

• 経営統合

• その他・・・

•実はその他が重要！
• 求める効用ごとに、それを得るための方法論は多数

• その多数が全て「広義の広域化」

標準化も広域化の一つ。
業務実施方法（発注方式、事業運営方式・労務管理の統一化、システムの
統一仕様（顧客管理、検針・徴収）、・・・）の統一を図れば、その時々
で様々な選択肢が広がる。

2



個別事業の競争から地域水道の協働へ

• どの範囲でどの期間で考えるか、それそのものが
大きな課題

•個別事業で乗り越えられるか？
• 普及期は競争で

• 縮小、撤退戦は、取捨選択と全体行動

•何を掲げるか？が最初の最大の課題！

今後絶対的に求められること
地域の水道施設の最適化（容量と配置の再考）

3



今後の水道事業に起こること

• 現在を支えながら、将来の人口減に備える。
• 運転・運用管理と施設再配置・容量減量化が渾然一
体として１００年に渡って続く。

• プロジェクト管理からプログラム管理への移行。
• 「管理」の再定義、細分化。

• 保守点検・維持管理
• 運転管理
• 運用・運営管理
• 経営管理・資産管理

運転管理から始まる施設整備（更新・統廃合・再配置）
目の前をこなしながら、遠い将来の完成形に向かう長期プログラム

これをどのような組織運営の中で実現するか？
単にアセットマネジメントなどという言葉で表現できない、

事業経営のあり方を作り直す大作業！

4



広域化の議論・その経緯は？

【第一世代：戦前】
• さいたま市水道（埼玉県南水道企業団）
• 神奈川県営水道
【第二世代：戦後】
• 東京都水道局
• 千葉県営水道
【第三世代：昭和の政策論】
• 各所の水道用水供給事業
• 八戸圏域水道企業団
• 佐賀東部水道企業団
【第四世代：平成以降の現在進行形】
• 岩手中部水道企業団
• 群馬東部水道企業団
• 津軽広域水道企業団
• 大阪広域水道企業団
• 沖縄県営水道
• 香川広域水道企業団
• 秩父広域市町村圏組合
• 北九州市
• かずさ水道広域連合企業団
• 田川広域水道企業団
• 宗像地区事務組合
• 淡路広域水道企業団

5



広域化の先導役

•都道府県単位を議論の基本とする。
• 善し悪しは別として他にない。

•都道府県をどの程度のエリアに分けるかは、そ
の都道府県の次第。
• 水源と流域

• 生活圏と住民感情

• 市町村配置

•具体の先導役はどこか？

6



現況把握（人口規模，用供既存度）

○北海道と沖縄（と東京）は特殊事情
○兵庫、福岡、千葉、埼玉、愛知、大阪、神奈川も個別対応で十分
このレベルの人口があれば、事業環境がどうあろうとまとまればどうにかなる。十分で恵ま
れていることをどう自覚させるかが課題。

○全県域で３００万人以下をどのように考えるか。

7



現況把握（用供既存度，最大都市人口シェア（集中度？））

東京と沖縄の特殊性
香川の位置
どことどこが類似特性を持つのか

8



北海道
青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県
新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県
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熊本県
大分県

宮崎県
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0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

議論の先導役（用供依存度と最大事業者職員比率）

用供依存度

最大事業者比率

用供主導

末端大規模事業主導

白抜き：県営用供なし
水色：複数用供で県営用供有り
青色：県営用供のみ

横浜市 1376
川崎市 613
横須賀市202
神奈川県689
県内広域400

3098/3486
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香川県内水道施設の統廃合

浄水場７１→３８の集約化の計画
・どうやって減らすか？
・浄水場計画と管路計画の一体化 10



香川用水の概要

11
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64.0m70.6m

78.6m

82.4m

87.5m



埼玉県水道ビジョン（埼玉県三澤プレゼンテーション資料抜粋）

秩父

核となる事業体を中心に近隣事業体との統合を進めるブロック 1,3,4,5,7,9,11

用水供給事業を軸としてモデル的に統合を進めるブロック 2,6,10

大規模事業体として埼玉県の水道事業を先導するブロック 8

地理的条件、社会的条件から一体性の強い秩父郡市 秩父

ブロック別検討部会
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北海道水道ビジョン
• 目標

• 施設面における「統合と分散」

• 運営面における「様々な形態の広域化」

• 取り組みの基本

• 地域水道ビジョンの策定

• 現状課題の把握（アセットマネジメント等）

• 課題解決に向けた計画の策定（更新・耐震化計画等）

• 地域別会議

• 道央（札幌）

• 道南（函館）

• 道北（旭川）

• オホーツク（北見）

• 十勝（帯広）

• 釧路・根室（釧路）

13



大阪広域

○平成２３年４月
大阪府水道部から大阪広域水道企業団へ

○平成２９年４月
末端３事業（四條畷市、太子町、千早赤阪村）を統合
○平成３１年４月末端６事業を統合（泉南市・阪南
市・豊能町・忠岡町・田尻町・岬町）
○令和３年４月
末端４事業（藤井寺市、大阪狭山市、河南町、熊取
町）を統合
○令和６年４月
末端１事業（能勢町）を統合

14



北大東村

南大東村

用水供給事業

沖縄県営

沖縄県営用供

本島の水不足からスタートし
た事業。
本島と同様の条件で離島の取
水・浄水・送水の管理を行う
ことを決定。
補完でなく、用水供給事業に
よる水源・浄水の同一条件化
を担うことへ移行（英
断！）。

沖縄県
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神奈川県営水道の拡張推移

創設期（戦前）

戦後～昭和２７年（企業庁発足）

昭和２７年～昭和４９年

平成２７年現在
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【概ね３０年後に向けた共通構
想】
①浄水場統廃合・上流取水優先化
②寒川事業の廃止・バックアップ
③浄水施設の一体管理
④浄水施設の再構築

神奈川県内水道事業検討委員会（平成２２年）
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東京都水道の拡張経緯

２３区（旧東京市）

～昭和４９年度（１９７５）

～平成３年年度（１９９０）

平成４年度～

昭和４６年（１９７１年）多摩地区水道事業の都営一元化基本計画策定

18



４０年後の日本

1872年 34806千人

2010年

128057千人

2115年 50555千人
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どこにいた人間の常識か？それは今通用するか？
今主役の世代は何を知っていて、何に責任をとれるのか？


